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は　し　が　き

　昭和５８年に消費者物価は１．９％上昇したのであ って ，昭和３４年（１．Ｏ％）以来

の低い上昇率であ った。１．９劣の騰貴がどの費目によっ て生じたのかを知るた

めに，費目別の上昇率をみると教育４．９劣，諸雑費３．９労，住居３．Ｏ劣，教養

娯楽２．４劣，被服及び履物２．３劣，食料２．ゴ劣が物価上昇率よりも高く ，それ

以下は保健医療１．３劣，家具 ・家事用品Ｏ．７％であり ，光熱 ・水道 一〇．３劣
，

運輸通信 一０８％は下洛している 。これによると教育，諸雑費が物価上昇の主

因であり ，それに住居，教養娯楽，被服及び履物，食料が加 って１．９劣の騰貴

とな ったと思われる 。しかし，物価指数は費目別指数をそれに与えられたウニ

イトの大きさに応じて総合したものであるから，各費目の上昇率もウエイトに

比例して物価上昇率に寄与すると考えられ，上昇率の大きさだけで物価騰貴の

主因とするのは正確ではないであろう 。この難点を免れるための統計的測度が

寄与度，寄与率である 。すなわち，５８年の消費者物価の上昇率１．９劣のうち ，

食料の値上りによる分はＯ．８，教養娯楽の上昇による分はＯ．３，被服及び履物

の上昇による分はＯ．２

，…… として，１．９％を各費目による分の和に分解した

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１３３）
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時の各費目の値が寄与度であり ，それを１．９刎こ対する割合で表わした食料

４３．１劣，教養娯楽１５．３劣，被服及び履物１２．２劣
，一・・が寄与率である 。

　寄与度，寄与率は国民総支出，輸出（入）額，家計消費支出等の絶対値の増

加率や，物価指数，生産指数等の総合指数の伸ぴ率に対する構成項目の増加の

寄与の程度を測定するのに用いられる 。絶対値の場合の寄与度，寄与率の計算

は常識的にも容易に理解し得る 。今絶対値Ｘの構成項目を 北で表わすと

　　　Ｘ＝ル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１－１）

であるから，・鮪に対する・鮪の・の増加率・（今ム）は

　　　
・一守一■守灼一中云灼）　　　　 （１切

Ｇの右辺の各項が寄与度 ｃ刀であるから

　　　ｃの＝北・・久・ 　　　　　　　　　　　　　　（１－３）
　　　　　　Ｘ。

故に，寄与度は構成項目の増分 北。一久。 をＸの１時点の値ムで割ることによ

って求められる 。また
，（・切両辺を・（一汽疋）で除すと

　　　１一唯三麦）　　　　　　　 （１４

右辺の各項が寄与率 ６であるから

　　　ｏ＝北・．北１ 　　　　　　　　　　　　　　（１－５）
　　　　ＸｒＸ。

従っ て， 寄与率は構成項目の増分 北ｒ北１ をＸの増分ムームで割 って得られ

る。

　しかし，総合指数の場合はその算式が複雑であるので，寄与度，寄与率の式

を導くことはやや困難であり ，その上総合指数に特有の接続指数の場合の寄与

度， 寄与率の問題があるから，別個に考察することが必要である 。本稿の目的

はこのような総合指数の寄与度，寄与率の理論を物価指数の場合で説明し，そ

　　　　　　　　　　　　　　　１）
れの求め方を実例で示すことにある 。但し，総合指数にはラスバイレス式（Ｌ

式）とバーシ ェ式（Ｐ式）があるが，本稿では広く用いられているＬ式の場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
の寄与度，寄与率を取り扱い，Ｐ式の場合は稿を改めて述べることにする 。な

　　　　　　　　　　　　　　　　（１３４）
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お， ここでは物価指数の場合で説明するカミ，その結果は当然生産指数，出荷指

数等の数量指数の場合にも妥当することは，言うまでもないであろう 。

１　Ｌ式物価指数の寄与度，寄与率

　１ ．Ｏ時点を基準とするオ時点のＬ式物価指数Ｐ。去 は， 次のように書き替え

ることができる 。すたわち ，

片Ｆ冬鰍 一呼（姥）

簡単のために個別価格指数を力
。ま：」生

，相対化したウニイトを
〃。。＝孝Ｏｑ

０

　　　　　　　　　　　　　　　　ク。　　　　　　　　　　　　　　幼０９
０

で表わすと

　　　Ｐｏオ＝■力ｏ〃 ｏｏ，　但し，■〃ｏｏ＝ユ　　　　　　　　　　　　　　　　　（２－１）

となる 。さて，物価指数はＯ時点（基準時）に対するヵ時点（比較時，１＝１，２
，

　・・）の物価水準の上昇率を表わすのであるから，例えぼ１時点に対する２時

点の物価上昇率を知りたい時は，２時点の物価指数Ｐ。。 を１時点の物価指数

１つ

。で除して求めるのである 。　今それを計算すると ，（２－１）より

　　　Ｐ。。
助。。〃。。 甲力 。。

力。。〃。。

　　　一 　　　 一’一　　　　　　　　　　　　　　（２－２）　　　１つ 。　Ｐ。。 　　ク 。１

１）

。

物価上昇率をＧ，個別価格上昇率を９で表わすと

芸１１－１・Ｇ 猪一音一１・・ （２－３）

であるから，（２－２）は

１・・一・（１・が骨
一・力

常・｝升
右辺第１項は（２－１）より１であるので

・一・・竿
（２－４）

これにｇ＝血一１を代入すると
　　　　　力 ０１

（ユ３５）



４

Ｇ＿■（力・・一力
・１

）〃・・

　　　　　Ｐ。。
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（２－５）

　　　　　　　　　　　　　　　　１〕 。また（２・４）・（２‘５）の両辺をＧ＝Ｐ。、一１で除すと

　　　 １一淫力
・・”・・

　　　　　　　　　　 （２－６）

　　　　　　Ｇ　Ｐｏ。

　　　　一■（力・ｒ力 ・・
）”・・

　　　　　　　　　 （２－７）

　　　　　　　Ｐ．ｒｐ０１

（２－４） ，（２－５）の右辺の各項が寄与度 ｃ刀であるから

　　　　　　力０１〃００

　　　 ｃ１）＝９　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２－８）

　　　　　　　１つ 。

　　　　 ＿¢。。一力
。。

）〃。。

　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２－９）
　　　　　　　　Ｐ。。

（２－６） ，（２－７）の右辺の各項が寄与率 ０であるから

　　　　＿ｇク０１〃Ｏ０

　　　 ６一 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２－１０）　　　　　Ｇ　Ｐ０１

　　　　 ＿¢。。一力
。１

）〃。。

　　　　 ＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２－１１）
　　　　　　　

一ＰＯｒｐＯ。

（２－８）と（２－１０）は上昇率を用いて計算する式であり ，（２－９）と（２－１１）は指

数の増分によっ て計算する式である 。たお，寄与率 ６の値は寄与度 Ｃのを物価

上昇率Ｇで割って求めてもよいのであるが，ｃＤの合計がＧに等しいことを利

用して，ｃ０をそれの合計で除して求めると，４捨５入の誤差を免れることが

できる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　力　２ ．（２－８）より明らかなように，寄与度の値は９と〃及び一（個別価格指数と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ

物価指数の格差）の３つの要剛こよっ て決まるのであ って，たとえ９は低くとも

〃が大きい時は寄与度は大きくなり ，逆に９が高い時でも〃が小さいたらぱ寄

与度は小さくたる 。そして，力が１〕 よりも大きい（小さい）時は寄与度は高く

（低く）なるのであるが，これの影響は　般に僅少である 。

　たお（２－４）より ，例えぱ米以外のすべての商品の価格上昇率９がＯと仮定す

ると ，Ｇは米の寄与度と等しくなる 。このことから，米価改訂が行われた場合

に物価は何劣上昇するか（但し，間接的な波及効果を除いた直接的な物価上昇効果の

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１３６）
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み）を，寄与度によっ て計算することができる 。

　３　物価指数は多くの品目別価格指数をウニイトを用いて加重平均して算出

されるのであるが，物価指数作成の実際では各品目を商品の性質によっ て類別

し， 最小類の指数を算出するとそれを総合して上位類の指数を求めるやり方で

積上げて行って，最後に総合指数（物価指数）を得るのである 。今各品目が２段

階に類別され，物価指数は大分類指数と中分類指数から成っているとする 。Ｏ

時点基準のｔ時点の大分類指数をク。〆，そのウニイトを 〃。。２ で表わし，中分

類指数を加
クプ

，そのウエイトを 〃。。”　とすると ，大分類指数は中分類指数の

加重平均であるから

　　　　　　１　　　ク。〆＝ 　， 　加り〃。。り 　但し，〃。。２＝ 　〃。。り 　　　　　　（２－１２）
　　　　　 〃・・ ’３　　　　　　　　　　 ５

である 。そして，物価上昇率Ｇに対する大分類及び中分類の寄与度 ｃが，ｃがノ

は， （２－９）より

　　　
・が

一（力・・Ｌ〃）…’

　　　　　　　 （。．１。）

　　　　　　　　１つ １

　　　
・〃

一（”１背
）”・♂１

　　　　　
（・一・・）

であるから，Ｃがブをプについて合計すると

苧・〃 一手 （”升）Ｗ 一（

岬Ｗ一苧〃Ｗ）
六、

　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　 ＝（〃”・・」〃…！）。
。、

［（・一１・）より１

　　　　　　 ＿（力。。Ｌ〃）〃。。５

　　　　　　 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２－１５）
　　　　　　　　　　Ｐ。。

これは（２一ユ３）と同じであるから大分類の寄与度 ｃがが得られた。次に大分類

及び中分類の寄与率〆，０”は，（２－１１）より ，（２－１３） ，（２－１４）の分母Ｐ．１ を

Ｐ．ｒＰ。。 に替えたものであるから，中分類の寄与率 ０”をプについて合計す

ると大分類の寄与率〆が得られることが，以上の証明から容易にわかる 。

　以上のことから明らかなように，　ｒ物価上昇率Ｇに対する下位の類の寄与度
，

寄与率を合計すると ，上位の類の寄与度，寄与率が得られる 。」従 って，寄与

度， 寄与率の計算は必要な最小の類について行えぼよく ，それを適宜合計する

　　　　　　　　　　　　　　　　（１３７）
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ことによっ て上位の類の寄与度，寄与率を求めることができる 。

　４　間題によっ ては物価上昇率Ｇではなく ，大分類の価格上昇率ｇりこ対す

る中分類の寄与度，寄与率が必要になることが考えられる 。それはデ ータから

直接計算しなくとも ，「物価上昇率Ｇに対する中分類の寄与度（寄与率）を，大

分類の寄与度（寄与率）で除すことによっ て， 大分類の価格上昇率〆に対する

中分類の寄与率が得られ，それにｇ｛ を乗ずると寄与度が求められる 。」　 これ

は次のようにして証明することができる 。

　大分類指数ク。！は（２－１２）より

〃一Ｗ（粉 但リ（絆）一１ （２－１６）

　　　　　　　　　　　 〃。。”

であり ・簡単のために　〃。。１＝〃・・＊りと置くと ・（２・１）と（２‘１６）の比較か

らＰ．Ｆ力
。！

，力。Ｆ力
。！プ， 〃。。＝〃。。＊”を（２－９），（２－１１）に代入すると ，大分

類の価格上昇率９‘に対する中分類の寄与度 Ｃ１）＊ ”，
寄与率 ０＊”が得られるこ

とがわかる 。従って

　　　。刀・り一（力・・りｉ力・・り）”・・＊り

　　　　　　　 （２－！７）

　　　　　　　　　　力
。。‘

　　　。・り＝（力・・り一力・１り）”・・＊り

　　　　　　　 （２－１８）

　　　　　　　　力。。Ｌ力。。４

さて，物価上昇率Ｇに対する中分類の寄与度 ｃがプを大分類の寄与度 ｃがで除

すと ，（２－１３） ，（２－１４）より

警一（”背）ｗ／ （”
青ｗ

　　　　　 一（ ・・り一力・・”）”・・＊”
。・・

　［（。一１。）よりコ 　（２－１９）

　　　　　　　　力。。Ｌ力 。。づ

また，物価上昇率Ｇに対する中分類の寄与率 ｏ”を大分類の寄与率〆で割る

と， ６”と〆の式は（２－１３），（２－１４）の分母Ｐ。。 がＰ．ｒＰ。。 に代るだげで

あるから，（２－１９）と同じ結果にたり

　　　 ６〃

　　　　　＝ｏ＊〃　　　　　　　　　　　　　　　　　（２－２０）　　　６‘

　　　　　　　　　　　　　　　　（１３８）
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である
。（２－１９）にｇヒカ ・・’

　１を掛げると
　　　　　　　　　　　力

。。５

　　　
。・

ｃＤり （力・・”一力・・”） ¢ｏ・・＊り

。刀・・［（。．。。）よりコ（２－２１）
　　　　 Ｃが　　　　力

。。６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（証明終り）

　５ ．昭和５７年の消費者物価の上昇率は２．７劣であ ったが，これに対して各費

目の価格上昇率がどのように寄与したかを調べてみよう 。各費目の寄与度を

（２－９）で計算し，得られた寄与度をそれの合計で除して寄与率を求めると表

！－１のとおりである 。　（計算表では上昇率は小数第１位まで，寄与度，寄与率は小数

第３位まで記してあるが，計算はもっと多くのケタ数の数字で行っているので，表の値

で計算しても同じ結果にならない場合があることに注意されたい。）それによると食料

の寄与度がＯ．７劣で一番大きく ，次は交通通信Ｏ．６タ５であり ，この２つの費目

の寄与度の和は１．３劣（寄与率の和は４８．１％）で，物価上昇率２．７％の半分近く

を占めている 。それに続いて寄与度の大きいのは被服及び履物（Ｏ．３％），教育
（ｏ ．３％），光熱 ・水道（Ｏ．２％），教養娯楽（Ｏ．２％）であ って，この４費目の寄与

度の和は１．Ｏ％（寄与率の和は３７．５％）であり ，４割近くの寄与とな っている 。

　　　　　　表１－１消費者物価の上昇率と寄与度，寄与率（昭和・７年）

　　　　全　国

ウニイト
物価指数

上昇率 寄与度 寄与率
５６年 ５７年

（１） （２） （３） （４） （５） （６）

総　　　合
１． ＯＯＯＯ １０４ ．９ １０７ ．７

ム７％ ％一

食　　　料
０． ３８４６ １０５ ．３ １０７ ．２ １．

８ Ｏ． ６９７ ０． ２６６

住　　　居
０． ０５１９ １０４ ．Ｏ １０７ ．１ ３． Ｏ Ｏ． １５３ ０． ０５９

光熱 ・水道
０． ０６２８ １０７ ．７ １１１ ．５ ３． ５ Ｏ． ２２７ Ｏ． ０８７

家具家事用品 ０． ０５２３ １０４ ．５ １０５ ．３ Ｏ． ８ Ｏ． ０４０ Ｏ． ０１５

被服及び履物 ０． ０９６０ １０４ ．Ｏ １０７ ．Ｏ ２． ９ Ｏ． ２７５ ０． １０５

保健医療
０． ０３１１ １０２ ．８ １０５ ．８ ２． ９

Ｏ． ０８９ Ｏ． ０３４

交通通信
０． １１１３ １０３ ．４ １０８ ．７ ５． １ Ｏ． ５６２ ０． ２１５

教　　　育
０． ０４１１ １０７ ．５ １１４ ．１ ６． １ Ｏ． ２５９ Ｏ． ０９９

教養娯楽
Ｏ． １１５７ １０５ ．Ｏ １０７ ．Ｏ １． ９ Ｏ． ２２１ Ｏ． ０８４

諸　雑　費
Ｏ． ０５３２ １０４ ．５ ！０６ ．４ １． ８ Ｏ． ０９６ ０． ０３７

合　　計
２． ６１９ １． Ｏ００

　　　　１３〕　　　　　　｛（３〕一（２〕｝Ｘ１１〕　　　　（５）
（備考）（４〕一　　１　１５）　　　　　　　　（６トー
　　　　（２〕　　　　　　　　　　　　　１０４．９　　　　　　　　　　　■（ｂ〕

（出所）総理府統計局「消費者物価指数年報』昭和５７年

　　　　　　　　　　　　　（１３９）
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　食料の値上りは１．８劣であ って上昇率としては低い方であるのに寄与度が大

きいのは，ウェイトが多いことによるのであり ，食料の僅かた騰貴が物価全体

を大きく押し上げる効果をもつことがわかる 。交通通信の寄与度が大きいのは

価格上昇率が高いうえにウニイトも多いためであり ，教育は価格上昇率は一番

高いがウエイトが小さいために寄与度は小さくな ったのである 。また光熱 ・水

道は価格の上昇は大きい方であるがウエイトが小さいために，教養娯楽はその

逆の理由から，両者の寄与度が同じ値にな ったのである 。

　表１－２は食料の寄与を更に詳しく調べたものである 。（５）， （６）欄から魚介類
，

外食，穀類の値上りと野菜 ・海草の値下りの寄与が特に大きく ，魚介類，外食，

穀類の寄与度の和はＯ．７劣で食料の寄与度と同じであり ，野菜 ・海草，乳卵類，

果物の値下りの寄与が残り６費目の値上りの寄与を相殺したことがわかる 。

　なお，食料の価格上昇率１．８〃こ対する各費目の寄与度，寄与率を物価上昇

　　　　　　表１－２食料の上昇率と寄与度，寄与率（昭和５７年）

全　　国

　　　　物価指数　　　　　　　２．７％に対する　　１．８％に対する
ウヱィト　　　　　　上昇率
　　　５６年　　５７年　　　　　寄与度　寄与率　寄与率　寄与度
　（１）　　　　　（２）　　　　　（３）　　　　　（４）　　　　　（５）　　　　　（６）　　　　　（７）　　　　　（８）

総　　合１．Ｏ０００１０４．９１０７．７２，７％　％　　　　％

食料０
．３８４６１０５．３１０７．２１

．８

穀類０
．０４５０１０５．０１０９．３４．１０．１８４０．０７００．２７００，４８６

魚　介　類０
．０４８１１０３．７１１０．２６．３０．２９８０．１１４０．４３６０，７８６

肉　　類Ｏ
．０３６３１０４．２１０５．６１．３０．０４８０．０１８０．０７１０，１２８

乳　卵　類Ｏ
．０１７４１０３，６９８．７－４．７－Ｏ．０８１－０，０３１－Ｏ．１１９－Ｏ．２１４

野菜 ・海草Ｏ．０４２６１０５．７１００．１－５．３＿ｏ．２２７＿Ｏ．０８７＿Ｏ．３３２＿Ｏ．６００

果物０
．０１９２１１１．４１０７．７－３．３－０，０６８－０，０２６－０，０９９－０ ，１７８

油　脂 ・調味料　Ｏ．０１４４　１０４．７　１０４．９　０．２　０．００３　０．Ｏ０１　０．Ｏ０４　０，００７

菓　子　類Ｏ
．０２８２１０６．３１０９．９３．４０．ｏｇ７０．０３７０．１４１０，２５５

調理食品Ｏ
．０２０２１０４．４１０８．６４．００．０８１０．０３１０．１１８０，２１３

飲　　料Ｏ
．０１５２１０４．７１０７．３２．５０．０３８０．０１４０．０５５０，０９９

酒　　類０
．０１７９１０７．９１１０．５２．４０．０４４０．０１７０．０６５０，１１７

外　　食Ｏ
．０８０１１０５．２１０８．７３．３０．２６７０．１０２０．３９１０．７０５

合　　　　計
１・・…１・・ｌ１ｌ・・・・・ ・…

　　　｛（３〕一（２）｝Ｘ１１〕　　　　　（５）
（備考）１５）　　　　　　　　（６ト　　　　　但し，２６ユ９は寄与度の合計（表ユー１（５〕）

　　　　１０４．９　　　　　　　　　２ ，６１９

　　　　（５〕　　１７トー　　（８Ｈ７〕Ｘ１，８０４　但し，ユ．８０４は食料の上昇率
　　　２（５）
（出所）表１－１参照。

　　　　　　　　　　　　　（１４０）



　　　　　　　　　　 ラスパイレス式物価指数の寄与度 ・寄与率（関）　　　　　　　　　　９

率２．７刎こ対する寄与度から求めると（７）， （８）欄のとおりである 。（８）欄から魚介

類， 外食，穀類と野菜 ・海草の寄与度の和は１．４％（寄与率の和は７６．５％）であ

り， この４費目が８割近くの寄与をたしていることがわかる 。

２　寄与度，寄与率の結合

　１ ．Ｌ式物価指数の各時点の寄与度，寄与率の値がわか っている時は，それ

を結合して例えば１～４時点の物価上昇率Ｇ１。 に対する寄与度 ｏＰ。。， 寄与率

０、。 を求めることができる 。すなわち

・１・一Ｐ・気デ・・

／（…一 ）・（…一 ）十（・
・ｒ

…）／
景、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ　　　　　ー（Ｇ・・ｐ…Ｇ・・ｐ…Ｇ・・

Ｐ・・）Ｐ
．１ 　　　　　

（３－１）

寄与度 ｃ１）の和はＧに等しくＧ＝■ｃ１）であるから，（３－１）は次のように書け

る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１
　　　肋・・一■（・刀・・ｐ・・ 十Ｃ…ｐ・・ 十Ｃ刀・・ｐ・・）Ｐ

．１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１故に　　 ｃＤ１４＝（ｃ１）３４ｐ・３＋ｃ刀２３ｐ・・ 十ｃＤ・２ｐ・・）一
Ｐ．１　　　　　　　　　

（３‘２）

寄与度 ｃ刀。。 を物価上昇率Ｇ。、 で除すと寄与率 ｏ１。 が得られるから

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　 ・１・一（・…ｐ
・・ ・・…ｐ・・ ・・…Ｐ・１）Ｐ

。、一Ｐ
．１ 　　　　

（３‘３）

（３－２） ，（３－３）により ，各時点の寄与度を結合して１～４時点の寄与度，寄与

率を求めることができる 。そして，寄与度と寄与率の関係から，例えぱ

　　　　　　 ＣＰ１２　　　ｐｏ。

　　　
…一Ｇ

ユ、一・・
…。、一・。１

故に・…Ｐ・・＝・１・ （Ｐ・ｒｐ・・）

であり ，これを（３－２），（３－３）に代入すると

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　 ・刀１Ｈ…（Ｐ・・一Ｐ・）十 …（Ｐ・ｒＰ・・
）十 …（Ｐ・・一Ｐ

・１）｝Ｐ
。、

　（３－４）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１
　　　 …一／…（Ｐ・・一Ｐ

・・
）・ …（ア・・一ｐ

・・
）・ …（Ｐ・・．Ｐ

・・
）ｌＰ

。、一Ｐ
．１

（３－５）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１４１）
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（３－４） ，（３－５）により ，各時点の寄与率を結合して１～４時点の寄与度，寄与

率を求めることができる 。なお（３－２）～（３－５）の右辺の各項によっ て， １～４

時点の寄与度，寄与率に対して各時点の価格上昇率９がどのように影響を与え

たかを知ることができる 。

　以上は１～４時点の場合であるが，任意の時点間の寄与度，寄与率の式もこ

れに準じて導くことができる 。そして，寄与度，寄与率を結合する期問が（次

節で説明する）接続指数と現行指数にまたがる時でも ，接続指数を用いて同様に

して結合することができる 。例えぱ，５時点基準指数が与えられている場合，

４～７時点の物価上昇率Ｇ。。 に対する寄与度 ｏ刀。。 を， 寄与度の結合によっ て

求める式は次のようである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　 ｃＤ・・＝（ｃ刀・・ｐ・・ 十０Ｄ・・Ｐ・・ 十〇刀・・Ｐ・・）Ｐ
、、 　　　　　

（３－６）

但し，Ｐ５。 は４時点の接続指数である 。

　２ ．昭和５５～５８年の３カ年間に消費者物価は９．７劣上昇したのであるが，そ

れに対する費目別寄与度，寄与率を知りたいとする 。この問の各年の寄与率が

わか っているので，それを結合することによっ て求めてみよう 。物価指数は５５

年基準であるから５５年はＯ時点，５８年は３時点となり ，５５～５８年従 って０～３

時点の寄与度 ０Ｄ。。 の式は，（３－４）においてサフイ ックスＯ，１，２，３，４の代

りにＯ，Ｏ，１，２，３と置くことにより得られる 。従 って

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　 ｃ刀・・＝｛６・・ （Ｐ・・一ｐ
・・

）十６・・ （Ｐ・ｒＰ・１
）十 …（Ｐ・ｒｐ・・

）／戸
。。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　但し，１〕 。＝１００

今これによっ て５５～５８年の物価上昇率９．７劣に対する費目別寄与度を計算し ，

得られた寄与度をそれの合計で除して寄与率を求めると表２のとおりである 。

（６）欄から食料の寄与率が３７．４劣で非常に大きく ，次は教養娯楽（１１．５％）であり
，

交通通信（９．０％）の寄与は比較的小さいことがわかる 。そして，食料の寄与度

は表２の備考より

　　　ｃＤ０３＝Ｏ．４３１×Ｏ．０２０＋Ｏ．２６６ｘＯ．０２８＋Ｏ．４１３ｘＯ．０４９

　　　　　＝Ｏ．Ｏ０８６２＋Ｏ．Ｏ０７４５＋０．０２０２２＝Ｏ．０３６２９

　　　　　　　　　　　　　　　　（１４２）



　　　　　ラスバイレス式物価指数の寄与度 ・寄与率（関）

　　表２　消費者物価の上昇率と寄与度，寄与率（昭和５５～５８年）

全国

１１

寄与率 　　１寄与度
十

上昇率 寄与率

（１〕
５断１５肝１背∴ 。、 （６）

乱７％ ％
１

総　　合 １

食　　料
９． ４

Ｏ． ４１３ Ｏ・ ２６６
、

Ｏ． ４３１１ ３． ６２９ Ｏ． ３７４
，
ヨ
１

住　　　居 １０ ．３ Ｏ． ０４２ Ｏ・ ０５９１ Ｏ・ ０８５
ｉ

Ｏ． ５３９ Ｏ． ０５６１

一〇 ．０１０

４

光熱 ・水道 １１ ．２ ０． ０９８ Ｏ． ０８７ Ｏ． ７０４ Ｏ０７３１
■

家具家事用品 ６． Ｏ
Ｏ． ０４８ Ｏ． ０１５ Ｏ． ０１９ Ｏ． ３１３ Ｏ０３２ ．

被服及び履物 ９． ５
０． ０７８ Ｏ． １０５ Ｏ． １２２ Ｏ． ９１９

　。ｌＯ０９Ｄ　ｌ

保健医療
７． ２

Ｏ． ０１８ Ｏ． ０３４１ Ｏ． ０２２ Ｏ． ２２６ Ｏ． ０２３

…

交通通信
７． ８

Ｏ． ０７７ Ｏ． ２１５ 一〇 ．０５１ Ｏ． ８７５ Ｏ． ０９０

教　　育
１９ ．７ Ｏ． ０６２ Ｏ． ０９９ Ｏ． １１７ Ｏ． ８１７ 　　一〇． ０８４１

…

教養娯楽
９． ６

Ｏ． １１７ Ｏ． ０８４ Ｏ． １５３ １． １１６ Ｏ． １１５１

Ｏ． ユ１１！Ｏ ．５６３

　１

…

諸　雑　費 １０ ．５ Ｏ． ０４８ Ｏ． ０３７ Ｏ． ０５８ １

合　　計
１． ＯＯＯ １． ＯＯＯ １． ＯＯＯ ９， ７００！１ ．○ＯＯ

ｌ

　　　（備考）物伍指数 ：５５年１００ ．０，５６年ユ０４ ．９ ，５７年ユ０７ ．７ ，５８年１０９ ．７

　　　　　　　　　１０９ ．７一ユ０７ ．７　　　　　　１０７ ．７－１０４ ．９　　　　　　ユ０４ ．９－１００ ．０

　　　　　　 （５Ｈ４〕・１０００＋（３）×ユ０００＋（２）ｘ１０００

　　　　　　　 ３（４〕×０ ，０２０ 一←（３〕×Ｏ ．０２８ 一←（２〕×０ ．０４９

　　　　　　　　１５）
　　　　　　

（６〕昌
）荷〕

　　　（出所）表１－１参照 。

によっ て得られるから，食料の寄与度３．６劣のうち２．Ｏ％が５０～５１年の値上り

によるものである 。

３　接続指数の寄与度，寄与率

　１ ．物価指数の場合は接続指数の寄与度，寄与率という特殊の問題が生ずる ・

Ｌ式物価指数の改訂が行われると ，旧指数は比例換算で新指数の基準時点を

１００とする指数に改められ，これを接続指数という 。今Ｏ時点基準指数が５時

点で改訂されたとすると ，例えぱ１時点の物価指数１） １， 費目別指数力 ・・ を５

時点の指数ｐ。。，力 。。 で除すことによっ て， ５時点を基準とする１時点の接続指

数Ｐ５１ ，ク５１ を得るのである 。すなわち

　　　…一芸１：
・力・・一甜　　　　　　

（・一１）

（１４３）
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この場合分母のＰ０５，力 ０５ をリソク係数という 。（実劇こはリソク係数は１００で除し
　　１） ５　力 ０５

た値１００ ，了而で示される
。）

　さて，１～２時点の物価上昇率Ｇ１。 に対する寄与度 ｃ１）。。， 寄与率 ｏ１。 は，

○時点基準の旧指数にｉる時は（２－８）～（２－１１）で計算すれぱよいが
，接続指数

による場合の式はどうなるであろうか。（４－１）よりＰ。。＝Ｐ
。。

ｐ。。
，力。。＝力

。１
力。。

であり ，同様にして力。。＝力
。。

力。。 であるから，これをＯ時点基準指数によっ て

求める寄与度の式（２－９）に代入すると

　　　　　　（力。。一力
。。

）〃。。 （ク
。。

力。。一力
。１

力。。）〃。。

　　　Ｃり１２＝　　　　　　　　一
　　　　　　　　Ｐ。。 　　　　１つ 。Ｐ

。。

　　　　　一（
告午）（知

・・）　　　　　 （・・）

そして，１～２時点の価格上昇率＆、を接続指数で求める時は劉
２＝力 ・・　１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　力５１

（一 丹一１）であるから
，（・・）はまた

　　　
・…一崎（鈴…）　　　　　 （州

となる ・次に・寄与率 ・１・ は（・一・）・（仁・）を・１・一
景１１で除せはよ！

・か

ら

…一 究幸
、（負１…）

（４－４）

　　　　 一総：（鈴…）　　　　　 （・１）

である 。（４－２）～（４－５）より接続指数の時は，旧指数のウニイト〃。。 に費目別

指数と物価指数の１ソク係数の格差 鈴を乗じて修正したものをウェイ／と

して，寄与度，寄与率を計算しなげればならたいことがわかる 。

　２ ．長期問にわたる物価指数の場合は，その間に指数の改訂が２回，３回と

行われ，従って数回指数の接続が繰返されている 。次に２回接続された指数に

よる寄与度，寄与率の求め方を説明しよう 。今Ｏ時点基準指数が５時点で改訂

され，それが再度９時点で改訂されたとする 。Ｏ時点基準の１時点の物価指数

Ｐ・。 は， １）

。で除して５時点基準指数に変換され，更にＰ。。 で割って９時点基

　　　　　　　　　　　　　　　　（１４４）
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準指数に改められるのであるから，１時点の接続指数Ｐ。。 は

　　　　　　Ｐ。。 ユ
　　　Ｐ・・＝

。、
Ｐ，９ 　　　　　　　　　　

（４－６）

費目別指数も同様にして

　　　　 ＿力 。。　ユ
　　　カ９１一 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４－７）　　　　　　力 ０５

ク５９

である 。

　さて，１～２時点の物価上昇率Ｇ １。 に対する寄与度 ｃＤ。。， 寄与率 ｏ。。 を求

めるものとする 。（４－６） ，（４－７）よりＰ。。＝Ｐ
。。

Ｐ。。Ｐ．９
，力。。＝力 。。

力。。力。。 また同様

にして力。。＝ク
。。

ク。。力。。 であるから，これをＯ時点基準指数によっ て求める寄与

度の式（２－９）に代入すると

　　　　　　（力。ｒ力 。。
）〃。。 （力

。。
力。。力。。一力。¢ 。。

力。。 ）Ｚ・
１。。

　　　ＣＤ１２＝　　　　　　　　一
　　　　　　　　　Ｐ。。 　　　　　１つ 。Ｐ

。。

Ｐ。。

　　　　　 一力９守１（舶１…）　　　　　 （←・）

そして，１～２時点の価格上昇率劉、を接続指数で求めると９
１、：力 ９２

　１（／

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　力 ９１　　 ＼

祭一）であるから・（←・）はまた

　　　
・～一崎（織～　　　　　　 （・・）

となる ・（・・）・（←・）を～
一芸；１－１で除すと寄与率～が得られるから

　　　～一堵三亀（繊～）　　　　　 （・１・）

　　　　一 諦：（織…）　　　　　 （・イ１）

である 。（４－８）～（４－１１）より２回接続した指数による時は，各接続の際のリソ

ク係数の格差 猪と 甜を旧指数のウェイ／… に乗じて修正したもの

をウェイトとして，寄与度，寄与率を計算すればよいことがわかる 。

　たお，時には２回接続した指数と１回接続した指数とによっ て， 寄与度，寄

与率を計算したげればならたいことが考えられる 。その場合の式は説明の便宜

上次節で述べることにする（（５－１７） ，（５－１８）参照）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１４５）
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　３ ．接続指数によっ て寄与度，寄与率を計算するためには旧指数のウエイト

とリソク係数が必要であるが，リソク係数の値がわからない時は接続指数から

求めることができる 。

　○時点基準の旧指数が５時点基準指数に変換されている場合，Ｏ時点の接続

指数Ｐ。。
は， （４－１）においてサフィックス１をＯに替えれぱよいから

　　　　　Ｐ。。 　１００
　　　 Ｐ・・＝Ｐ。、＝

。、 ［Ｐ
・・一・ＯＯコ

　　　　　
（４－１２）

であり ，右辺の分母はリソク係数である 。従 って，Ｏ時点の接続指数の逆数を

とることによっ てリソク係数の値が得られる 。費目別指数のリソク係数の値も

同様に，Ｏ時点の接続指数の逆数によっ て知ることができる 。

　次に指数が５時点と９時点で改訂され，Ｏ時点基準の旧指数は９時点基準指

数に変換されている場合，Ｏ時点の接続指数Ｐ。。
は， （４－６）においてサフィッ

クス１をＯに替えれぱよいから

　　　　　　Ｐ。。　　１００
　　　 Ｐ・・：

。、
ｐ、、＝Ｐ

。、
ｐ、、 　　　　　　　　

（４－１３）

であり ，右辺の分母は第１回と第２回の接続のリソク係数の積である 。（４－８）

～（４－１１）より明らかたように，２回接続された指数による寄与度，寄与率の

計算に必要なのはリソク係数の積
一Ｐ

。。

１）

９であり ，その値は（４－１３）より ，Ｏ

時点の接続指数の逆数によっ て求めることができる 。費目別指数のリソク係数

の値も同様に，Ｏ時点の接続指数の逆数によっ て得られることは明らかであろ

う。 しかし，以上のやり方で求めたリソク係数の値は，４捨５入の誤差のため

に接続に用いられたリソク係数と完全には一致しないことに注意すべきである 。

４　接続指数と現行指数による寄与度，寄与率

　１ ．物価上昇率を調べる期間が接続指数と現行指数にまたがることがあるが ，

その場合の寄与度，寄与率の求め方を説明しよう 。今５時点基準の物価指数に

よっ て３～７時点の物価上昇率Ｇ。。 に対する寄与度 ｃ刀。。， 寄与率 ６。。 を求め

　　　　　　　　　　　　　　　　（１４６）
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るものとする 。５時点までの指数は接続指数であり ，５時点以後の現行指数と

各費目のウエイトが違っているので，３～７時点の寄与度 ｃ１）。。 は， ３～５時

点の寄与度 ｃ－ｏ。。 と５～７時点の寄与度 ｃの。。 の結合によっ て求めることが必要

である 。（３－６）より

　　　　　　　　　　　　　　　　１
　　　 ｃＤ・・＝（ｃ刀・・ｐ・・ 十ｃＰ・・Ｐ・・）Ｐ

，３ 　　　　　　　
（５ｉｌ）

であり ，０Ｄ。。 は現行指数で計算するのであるから，（２－９）より

　　　　　　（加 一ク。。
）〃。。

　　　 ｃＤ・・＝ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５－２）　　　　　　　　　Ｐ。。

またｃＤ３。 は接続指数で求めるのであるから，（４－２）より

・…一 宇・・ （負１…）
（５－３）

（５－２） ，（５－３）を（５－１）に代入すると ，１っ 。＝力。。＝１００であるから

　　　 ・刀・・一１（カザ１・・）・…（１・・一
九・）（舟～）ほ、　　 （・刈

となる 。そして，３～７時点の寄与率 ｏ。。 は， 寄与度 ｃｏ。。 を物価上昇率Ｇ．７

＿ｐ。。

　　　　１で除せぱよいから ，ｉ　 ｐ。。

…一１（加 一１・・）・…（１・・一ム・）（負刈
。、、

と。

、、

（５－５）

である 。

この場合 …一
焦… であるたらぼ・（・一・） ・（・一・）は

　　　　　　（加 一力。。

）〃。。

　　　 ０－０３７＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５－６）

　　　　　　　　Ｐ．３

　　　　　（力。。一力
。。

）〃。。

　　　 ｏ。。＝ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５－７）　　　　　　Ｐ。。一ア
。。

となり ，（２－９） ，（２－１１）と同じ式になる 。実際上全部の費目について旧指数の

ウニイ／の修正値 鈴… が現行指数のウーイ１…と一致することはない

であろうが，両者が近似することは可能である 。その時は（５－６），（５－７）によ

って，現行指数のウエイトを用いて接続指数と現行指数とから，寄与度，寄与

率の近似値を求めることができる 。（次に述べる表３の場合，（５－６）にょっ て寄与度

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１４７）
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　　　　表３　消費老物価の上昇率と寄与度，寄与率

全　　国

ウニイト 物価指数（５５年 ＝１００） 上昇率 リソク 力

５０年基準 ５５年基準 ５０年 ５３年 ５７年
（５７／５３） 係数

・ｚ〃Ｐ

（１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８）

総　　　　　合
１． ００００ １． ００００ ７２ ．９ ８９ ．４ １０７ ．７

２肌５％
１． ３７２

食　　　　　料
０． ４０８２ Ｏ． ３８４６ ７６ ．６ ９２ ．３ １０７ ．２ １６ ．１ １． ３０５ Ｏ． ３８８３

住　　　　　居
Ｏ． ０５３１ Ｏ． ０５１９ ６８ ．８ ８７ ．３ １０７ ．１ ２２ ．７ １． ４５３ ０． ０５６３

光　熱 ・水　道
０． ０４８４ ０． ０６２８ ５９ ．８ ７１ ．６ １１１ ．５ ５５ ．７ １． ６７２ Ｏ． ０５８９

家具家事用品
０． ０５６０ ０． ０５２３ ８５ ．４ ９１ ．７ １０５ ．３ １４ ．８ １． １７１ ０． ０４７８

被服及び履物
Ｏ． １０６６ ０． ０９６０ ７６ ．０ ９０ ．４ １０７ ．０ １８ ．４ １． ３１６ ０． １０２２

保　健　医　療
０． ０２８６ Ｏ． ０３１１ ７７ ．２ ９６ ．２ １０５ ．８ １０ ．Ｏ １． ２９５ Ｏ． ０２７０

交　通　通　信
０． ０８９０ Ｏ． １１１３ ６７ ．３ ８８ ．７ １０８ ．７ ２２ ．５ １． ４８６ ０． ０９６３

教　　　　　育
０． ０４０６ ０． ０４１１ ５５ ．５ ８３ ．９ １１４ ．１ ３６ ．０ １． ８０２ Ｏ． ０５３４

教　養　娯　楽
Ｏ． １１８６ ０． １１５７ ７６ ．３ ９０ ．３ １０７ ．０ １８ ．５ １． ３１１ ０． １１３３

諸　　雑　　費
０． ０５０９ ０． ０５３２ ６５ ．７ ８６ ．７ １０６ ．４ ２２ ．７ １． ５２２ ０． ０５６５

合　　　　計
１． Ｏ０００

　　　　（５〕　　　　　　１００　　　　１７〕Ｘ｛１〕　　　　｛１５〕一１００｝ｘ（２〕　　　　｛１００－１４〕｝ｘ（８〕
　（備考）（６トー一１　（７トー　　（８〕・　　　　　１９〕一　　　　　　　　伍ト　　　　　　　　 ‘肛乃＝（９〕刊Ｏ

　　　　｛４〕　　　　　　　（３〕　　　　　　ユ．３７２　　　　　　　　８９ ，４　　　　　　　　　　８９ ．４

　（出所）表１－１参照 。

を計算し，それから寄与率を求めると（均，岬欄のとおりであ って，正確な値（（１
功，

胸欄）

によく近似した結果が得られた
。）

　昭和５３～５７年の４カ年問に消費者物価は２０５劣上昇した。この上昇要因を調

べるために費目別寄与率を求めたい。消費者物価指数は５５年基準であるから

（５－４）によっ て寄与度を計算し，得られた寄与度をそれの合計で割って寄与

率を求めると表３の（叫，（１ａ欄のとおりである 。それによると食料の寄与率が

３１．４劣で一番大きく ，次は光熱 ・水道（１３．１％），交通通信（１１．２％），教養娯楽

（１０．４％），被服及び履物（９．Ｏ％）であり ，これら５費目の寄与率の和は７５．１劣

である 。

　２ ．次に２回接続した指数と現行指数による寄与度，寄与率の求め方を説明

しよう 。今９時点基準の物価指数によっ て３～１３時点の物価上昇率Ｇ。，。。 に対

する寄与度 ｃの３ ，１３， 寄与率 ６３
，。３ を求めたいとする 。５時点まではＯ時点基準

指数の接続指数であり ，５時点以後９時点までは５時点基準指数の接続指数で

あるから，３～１３時点の寄与度 ｃＤ。 ，。。
は， ３～５時点の寄与度 ｃ刀。。 と５～９

時点の寄与度 ｃＤ。。 及び９～１３時点の寄与度 ｃＤ。，。。の結合によっ て求めること

　　　　　　　　　　　　　　（１４８）
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（昭和５３～５７年）

『Ｏ）”（１０戸・（舌 ・）
寄与度 寄与率

５ｏ年基準ウエ
イトによる

（９）　　　　　（ユ０）
寄与度

（１１）
寄与率

（１２ （１３ （１の

％　　　　　％ ％
０■■０

３．

０９７　　　　３ ．３４４ ６． ４４１ Ｏ． ３１４ ６． ４１０ Ｏ． ３１３

Ｏ． ４１２　　　　　　　０．７９９ １． ２１２ Ｏ． ０５９ １． １４９ Ｏ． ０５６

Ｏ．
８０８　　　　　１ ．８７２ ２． ６８０ Ｏ． １３１ ２． ８０３ Ｏ． １３７

０．

３１０　　　　０．４４４ Ｏ． ７５４ Ｏ． ０３７ Ｏ． ７９６ Ｏ． ０３９

Ｏ．
７５２　　　　　１ ．０９７ １． ８４９ Ｏ． ０９０ １． ７８２ ０． ０８７

０．

２０２　　　　　０．１１５ ０． ３１６ Ｏ． ０１５ ０． ３３４ Ｏ． ０１６

１． ０８３　　　　　１ ．２１８ ２． ３０１ Ｏ． １１２ ２． ４９０ Ｏ． １２２

０． ６４８　　　　　０．９６１ １． ６０９ Ｏ． ０７８ １． ３８８ Ｏ． ０６８

Ｏ． ９０６　　　　　１ ．２３０ ２． １３６ Ｏ． １０４ ２． １６１ Ｏ． １０５

０． ３８１　　　　　０ ．８４１ １． ２２１ ０． ０６０ １． １７２ Ｏ． ０５７

２０ ．５１９ １． ＯＯＯ ２０ ．４８６ １． ＯＯＯ

■ ■ ■

　　ｑ刀
０２昌

一一　　■岨

　　｛（５〕一（４〕｝Ｘ（２〕　　　　　（１３
Ｇ３〕；　　　　　　　　　　　　　ｑ４＝一一

　　　８９ ．４　　　　　　　　２（１３）

ができる 。（３－６）より

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユＣＤ・…＝（Ｃ刀・… ｐ・・ 十Ｃ刀・・Ｐ・・ 十ＣＤ・・Ｐ・・）Ｐ
，３

（５－８）

であり ，現行指数によっ て計算するｃＤｇ ，。３
は， （２－９）より

　　　　　　　　（力 。，。。一力 。。
）〃。。

　　　 ＣＰ・…：
　Ｐ，９

１回接続した指数で計算するｃ１）。。 は，

・刀・・一力９守５（魚 …）

２回接続した指数で求めるｃＤ。。 は，

・…一ク９守・（肯培…）

（４－２）より

（４－８）より

（５－９）

（５－１０）

（５－１１）

（５－９）～（５－１１）を（５－８）に代入すると ，１っ ９＝力。９＝１００であるから

・・１・・一／（力…一１・・）・…（１・・一ク
・・

）（篭 …）

　　　　　　　　　　　　　・（力
・ｒ力 ・・）伐か

・） １
　　　　　　　（５－１２）
１〕

。

（ユ４９）
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となる 。これを物価上昇率１・・…一
争：ぎ一１で割ると寄与率

・舳にたるから

　　　
・舳

一／（／…一１・・）・…（１・・一力
・・

）（猪…）

　　　　　　　　　　　　・（ク
・・一力・・）（織 …）／。

”１３

と、
９、（・一１・）

である 。

　３ ．以上の説明から，接続回数の違う接続指数による寄与度，寄与率を求め

る式を容易に導くことができる 。９時点基準指数によっ て３～７時点の寄与度

ｃ刀３。， 寄与率 ６３７ を求める場合で説明すると ，寄与度 ｃ刀。。 は３～５時点の寄与

度ｃ刀３５ と５～７時点の寄与度 ｃ１）５７の結合によっ て求めることができ ，（３－６）

より

　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　 ・刀・・一（・刀・・ｐ・・ 十・…Ｐ・・）Ｐ
，３ 　　　　　　

（５・１４）

である 。ｃＤ。。 は１回接続した指数で計算するのであるから，（４－２）より

　　　 ・…一力９云チ ｇ５ （知・・）　　　　　
（・一１・）

ｃ刀３５ は２回接続した指数で求めるのであるから，（４－８）より

　　　 ・…一力・云チ ｇ・ （俄…）　　　　　
（・一・・）

（５－１５） ，（５－１６）を（５－１４）に代入すると

　　　 ・…一／（力
・ｒ力・・

）（妙
・・

）・（力
・ｒク ・・）（餓 …）／量、（・一・・）

となる 。これを
…一芸１１－１で割ると寄与率

…が得られるから

　　　 …一／（／
・ｒ力 ・・

）（亀 …）・（／
・・一力・・）（織 …）／。

、、

圭。

、、

（５－１８）

である 。

（１５０）
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５　寄与率と相対的価格上昇率

　最後に，Ｌ式物伺五指数の寄与率の役割の一つとして，物価指数のウニイトと

寄与率の比較たいしは寄与率の時間的比較によっ て， 各費目の価格上昇率の大

小がわかることを説明しよう 。

　１ ・１～２時点の物価上昇率Ｇ、。 に対する寄与率 ｏ、、 は， （２－１０）よりｏ、、

一ポ瑞０従一て£ｌｌ一看哨 であるから

　　　誌 ミ１ならぼ亀１舟１妻１

が成立つ。ところがク 。、 とＰ。、 の差が小さい時はｇ１・
力・・

とｇ１・

の違い　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｇ１．
Ｐ．１

　Ｇ１。

は壁かであるから ，０。。 が〃。。 に余り近くない限り

　　　誌１・１ならば 老；・１

　　　　 （ポ・）

がいえる 。すなわち，寄与率 ｏの絶対値がウェイト〃よりも大きい（小さい）時

は， 価格上昇率９は物価上昇率Ｇよりも絶対値が大きい（小さい）のである 。そ

して ，〃 は常にプラスであるから，ｏ とＧの符号によっ て９の符号がわかる 。

　このような関係は寄与率とウエイトをグラフに描くことによっ て， 容易に概

観することができる 。図１は昭和５１年以降の消費者物価の寄与率の推移である

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９が， ５７年の食料のｏは〃よりも小さいから 一一＜１であ って，食料の値上りは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｇ

消費者物価の騰貴よりも小さく ，５８年の０ は〃よりも大きいから互＞１であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｇ
り， 食料は消費者物価以上に上昇したのである 。また，５８年の交通通信の０は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９マイナスであ ってその絶対値は ”よりも小さいから・百＜１でその符号はマ

イナスであるカミ，５８年のＧはプラスのために９がマイナスであり ，交通通信は

Ｇよりも低い率で下落したことがわかる 。表４の上昇率からクラフによるこの

ような判断の正しいことが確認される 。

・・ 次に・一・賄の物価上昇孤に対する寄与率～（一 竃１甘）

（！５ユ）



２０

と，

　　　　　　　　　　立命館経済学（第３４巻 ・第２号）

１～２時点の物価上昇率Ｇユ。 に対する寄与率 ６１。 との差をとると ，

　　　　　　９３。
力０３〃００ 　９１２

力Ｏ１〃・０

０・ｒ０・・＝Ｇ
、、

Ｐ。、一で■Ｐ。、

　　　　　一（竃浅捨　 図１

募驚鰯鵜
ニイト（破線）

亀１）力蛛００

力０１〃ＯＯ

　　　　　　　力 ０３

　　　　はプラスであり ，　　 ＝力 １３ ，

　Ｐ。。　　　　　　　　　力 。。

景：一…と書げるから

　　　９３。 力１３≧９１２

　　　　　 一一　　　　　ならは
　　　Ｇ。。

Ｐ１。くＧ
。。

　　　　　　　　　　＞　　　　　　　　　０３４妻０１２

　　　　　　　　　　　　９３４
力１３

が成皿つ。多くの場合　　　　　と
　　　　　　　　　　　　Ｇ。。

Ｐ．３

９３４

の差は僅かであるから，２ ３４

と
Ｇ。。　　　　　　　　　　Ｇ。。

劉・　従 って６、、 と０、、 が余り接近しＧ。。

ていない限り

　　　　竃１≧ 詫ならば …≧ …

　　　　　　　　　　　　　　　（６－２）

がいえる 。（６－２）より ，任意の問隔の

寄与率を比較する時，大低の場合は寄

与率の大きい時点の方が相対的価格上

　　９昇率一は高いのである 。

　　Ｇ
　図１によると食料の６は５６年と５８年

が〃よりも大きいから，これらの年で

は食料の価格は消費者物価以上に騰貴

したのであるが，５６年よりも５８年の方

が０は大きいから消費者物価の上昇率

％
１０

０

４０

３０

２０

２０

ユＯ

Ｏ

ユＯ

Ｏ

２０

１０

０

１０

０

総合指数上昇率

住居

・　　一　　一　　一　　ｉ

家．具
一　‘　一　一　一　‘　一　一　一　‘　一　一　■　■　■　■　一　一　　　　一

家箏川＾
一　　．　　一　‘　一　一　一　・　’　‘

被服及び扱き物

保健医療

交通通信

教育

教養娯楽

諦雑費

一　‘　　　　　　　一　＾　　　　　　　一　’、　　　　　　　Ｐ　　’ Ｆ　Ｆ Ｆ　＾ Ｆ　Ｈ Ｆ　ｒ、 ’ｆ’

噌和 ’５１ ’一
５２ ．５ゴ、４５５５６５７５８年

１０

０

ユＯ

Ｏ

１０

０

１０

０

１０

０

（１５２）



　ラスバイレス式物価指数の寄与度 ・寄与率（関）

表４　消費者物価の上昇率と相対的上昇率の推移

２１

・・年１・・１・・ ５４ ５５ ・・１・・ ５８

１． 上昇率　９ ，Ｇ（％）

総　　　　　合
食　　　　　料
住　　　　　居
光　熱 ・水　道

家具家事用品
被服及び履物
保　健　医　療
交　通　通　信
教　　　　　育
教　養　娯　楽
諸　　雑　　費

９． ３

９． １

９， ４

１０ ．Ｏ

ユ． ４

８． ２

８． ２

９， ９

１７ ．９

６， ４

２１ ．１

８． １

６． ７

９．
０

９． ４

３． ９

６． １

５，
１

１８ ，４

１４ ．２

６． ４

６． ０

３． ８

３． ５

６．
５

－Ｏ ．５

１． ９

３． ６

９． ７

ユ． ２

１２ ．２

４． ６

２． ９

３． ６

２． ２

５．
９

４． ５

１． ７

４． ８

２． ２

６． ０

９． １

３． ２

２． ９

８． ０

６． ０

８，
２

３３ ．６

７． ２

５．
５

１．
７

６． ４

９． ３

７， ３

１２ ．１

４． ９

５． ３

４． ０

７． ７

４． ５

４． ０

２．
８

３． ４

７． ５

５． ０

４． ５

２． ７

１．
８

３．
０

３． ５

０． ８

２． ９

２．
９

５． １

６． １

１． ９

１． ８

１． ９

２． １

３．
Ｏ

－Ｏ ．３

０． ７

２． ３

１．

３

－Ｏ ．８

４． ９

２． ４

３． ９

２． 相対的上昇率ｇ／Ｇ（倍）

食　　　　　料
住　　　　　　居

光　熱 ・水　遣

家具家事用品
被服及び履物
保　健　医　療
交　通　通　信
教　　　　　育
教　養　娯　楽
諸　　雑　　費

Ｏ． ９８

１， ０１

１， ０８

０， １５

０， ８８

０， ８８

１， ０６

１， ９２

０， ６９

２． ６７

０， ８３

１， １１

１． ユ６

０， ４８

０， ７５

０， ６３

２， ２７

１， ７５

０， ７９

０． ７４

Ｏ． ９２

１． ７１

－０ ，１３

０， ５０

０， ９５

２， ５５

０， ３２

３， ２１

１， ２１

０． ７６

Ｏ． ６１

１， ６４

１， ２５

０． ４７

ユ． ３３

０， ６１

１， ６７

２， ５３

０， ８９

０． ８１

Ｏ． ７５

１， ０２

４， ２０

０， ９０

０， ６９

０， ２１

０， ８０

１， １６

０， ９１

１． ５１

ユ． ０８

０． ８２

ユ． ５７

０， ９２

０， ８２

０， ５７

０， ６９

１， ５３

１， ０２

０． ９２

０， ６７

１， １１

１， ３０

０， ３０

１， ０７

１， ０７

１， ８９

２， ２６

０， ７０

０． ６７

１， １１

１． ５８

－Ｏ ．１６

０， ３７

１， ２１

０． ６８

－Ｏ．４２

２， ５８

１， ２６

２． ０５

（出所）表ユーユ参照 。

に対する食料の相対的な上昇率
争よ１・年の方が高／ ，１・年は１１年よ／も食料の

値上りのテソポが相対的に大きか ったといえる 。（表４にょると食料の上昇率は５６

年は５．３％，５８年は２．１％であ って５８年の方が低いが，相対的上昇率は５６年は１ ．０８，５８年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９は１ ・１０で５８年の方が高い。）光熱 ．水道のｏは５６年以降低下を続げているから百は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９次第に小さくな っており ，被服及び履物の０は５６年以降上昇しているから百は

次第に大きくな っているといえる 。（表４にょると光熱 ・水道も被服及び履物も上昇

率は５６年以降逓減しているのであるが，減少のテソポが光熱 ・水道は物価上昇率よりも

　　　　　９　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９大きいために一は低下したのに対して，被服及び履物はそれが小さいために一は上昇し
　　　　　Ｇ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｇ
たのである

。）

　３ ．（６－２）は同じウニイトの指数で計算した寄与率を比較する場合であるか

　　　　　　　　　　　　　　（ユ５３）



２２　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３４巻 ・第２号）

ら， 更にウェイトの異なる指数で求めた寄与率の比較の場合を知らねばならぬ 。

そこで５時点基準の現行指数で計算した６～７時点の寄与率 ｏ．７ と， Ｏ時点基

準の旧指数で計算した３～４時点の寄与率 ６。。 の差を求めてみよう 。　（２－１０）

よ１…一 藷繁 であ１ ・… は・時点基準の接続指数で求めると（・一・）

よ１…一 竃禽（鈴 …）である１・ら

　　
・・ｒ …一煮繁」紺１（玲 …）

　　　　　　　一（窒７無ム ¢牝・竃１）究（徐…）

　　　　　　　　　 ６７５６
力・・ （倍…）

負１（錯～）はプラスであ／ ・多：：一力
・・，魚一…と書げるから

９６７ 力３６ 　〃５５ 　≧９３。 　　　　　＞
い（負二～ｒらならぱ職

が成立つ。もし

　　　力３６ 　〃５５
　　　　　　　　　→１
　　　島６（負１…）

（６－３）

たらぱ，９６７ と　幽４　故に６６、 と０、、 が余り接近していない限り
　　　　Ｇ。。 　　Ｇ。。

諾哨 ならは …≧…
（６－４）

がいえる 。

　　　　　力 ．

　（６－２）はア＝１の時に適用し得るのであるが・（６－４）は（６－３）が成止しな

　　　　　　　　　　力げれぱたらず・（６－３）はアとウェイトの比とによっ て決まり複雑であるので ・

６の差がより大きい場合でないと（６－４）を適用することはできないであろう 。

図１では５５年までは５０年基準指数による寄与率，５６年からは５５年基準指数によ

る寄与率であるが，交通通信の５２年，５４年の０は５７年の０ よりも小さいから ，

　　　　　　　　　　９　　　　　９（６・４）より５２年・５４年の万は５７年の百よりも小さいことになる ・ところが表４

　　　　　　９によると５２年の百は２．２７で５７年（１．８９）よりも大きく ，５２年と５７年の０の差は

僅少であるので（６－４）を適用し得ないのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　（１５４）



ラスバイレス式物価指数の寄与度 ・寄与率（関） ２３

１）絶対値の寄与度，寄与率も総合指数のそれも内容的には同じであり ，寄与度，寄

　与率の理論からそれぞれの場合の算式を誘導することができる。寄与度，寄与率の

　一般的な理論については，拙稿「寄与度，寄与率の理論と応用」（『立命館経済学』

　第３３巻第６号，１９８５年）で説明した。しかし，総合指数に特有の接続指数の寄与

　度，寄与率の算式は，一般的な理論に加えて総合指数独特の考察が必要であり ，そ

　のためには総合指数の寄与度，寄与率の式を得る過程の理解が有用であると考え

　る 。そこで本稿では一般的な理論からの誘導によらないで，直接総合指数の寄与

　度，寄与率の式を導いたのである 。

２）　Ｐ式物価指数の寄与度，寄与率の求め方や性質については，拙稿「パーシ ニ式物

　価指数の寄与度，寄与率」（『立命館経済学』第３３巻第４号，１９８４年）参照。しか

　し，そこでは寄与度，寄与率の結合や接続指数の場合の問題は説明しておらず，そ

　れらの考察が残されている 。

（１５５）




